
  

国立大学法人京都大学教職員給与規程 

平成１６年４月１日 

達示第８０号制定 

  （前略） 

(給与の支給日及び支給方法) 

第９条 俸給の支給日は、毎月１７日とする。ただし、支給日が日曜日に当たるときは前々

日、土曜日に当たるときは前日、休日に当たるときは翌日を支給日とする。 

２ 期末手当、勤勉手当、期末特別手当の支給日は６月３０日及び１２月１０日とする。た

だし、支給日が日曜日に当たるときは、支給日の前々日とし、支給日が土曜日に当たると

きは、支給日の前日とする。 

３ 扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特地勤務手当等及び寒冷地手当は、俸

給の支給方法に準じて支給する。ただし、俸給の支給日までにこれらの給与に係る事実が

確認できない等のため、その日に支給することができないときは、その日後に支給する。 

４ 通勤手当は、第１８条第７項に規定する支給単位期間（別に定める通勤手当にあっては、

別に定める期間）に係る最初の月の俸給の支給日に支給する。前項ただし書の規定は、通

勤手当の支給について準用する。 

５４ 特殊勤務手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理教職員特別勤務

手当、入試手当及び学位論文調査手当は、一の給与期間の分を次の給与期間における第１

項に定める日に支給する。ただし、やむを得ない事情により勤務時間の報告が遅れる場合

等でその日において支給できないときは、その日後において支給する。 

 （中略） 

 (通勤手当) 

第１８条 通勤手当は、次に掲げる教職員に支給する。 

(1) 通勤のため交通機関又は有料の道路(以下「交通機関等」という。)を利用してその運 

賃又は料金(以下「運賃等」という。)を負担することを常例とする教職員(交通機関等を

利用しなければ通勤することが著しく困難である教職員以外の教職員であって交通機関

等を利用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメートル

未満であるもの及び第３号に掲げる教職員を除く。) 

(2) 通勤のため自動車その他の交通の用具(以下「自動車等」という。)を使用することを 

常例とする教職員(自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である教職員

以外の教職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通

勤距離が片道２キロメートル未満であるもの及び次号に掲げる教職員を除く。) 

(3) 通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自動車等を使用するこ 

とを常例とする教職員(交通機関等を利用し、又は自動車等を使用しなければ通勤するこ

とが著しく困難である教職員以外の教職員であって、交通機関等を利用せず、かつ、自

動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道２キロメー

トル未満であるものを除く。) 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる教職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 前項第１号に掲げる教職員 支給単位期間につき、別に定めるところにより算出した 

その者の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額(以下「運賃等相当額」と

いう。)ただし、運賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額(以下「１箇月当た

りの運賃等相当額」という。)が５５，０００円を超えるときは、支給単位期間につき、

５５，０００円に支給単位期間の月数を乗じて得た額(その者が２以上の交通機関等を利

用するものとして当該運賃等の額を算出する場合において、１箇月当たりの運賃等相当



  

額の合計額が５５，０００円を超えるときは、その者の通勤手当に係る支給単位期間の

うち最も長い支給単位期間につき、５５，０００円に当該支給期間の月数を乗じて得た

額) 

(2) 前項第２号に掲げる教職員 次に掲げる教職員の区分に応じ、支給単位期間につき、

それぞれ次に定める額 

イ 自動車等の使用距離(以下この号において「使用距離」という。)が片道５キロメー

トル未満である教職員 ２，０００円 

ロ 使用距離が片道５キロメートル以上１０キロメートル未満である教職員 

 ４，１００円 

ハ 使用距離が片道１０キロメートル以上１５キロメートル未満である教職員 

 ６，５００円 

ニ 使用距離が片道１５キロメートル以上２０キロメートル未満である教職員 

 ８，９００円 

ホ 使用距離が片道２０キロメートル以上２５キロメートル未満である教職員 

 １１，３００円 

へ 使用距離が片道２５キロメートル以上３０キロメートル未満である教職員 

 １３，７００円 

ト 使用距離が片道３０キロメートル以上３５キロメートル未満である教職員 

 １６，１００円 

チ 使用距離が片道３５キロメートル以上４０キロメートル未満である教職員 

 １８，５００円 

リ 使用距離が片道４０キロメートル以上４５キロメートル未満である教職員 

 ２０，９００円 

ヌ 使用距離が片道４５キロメートル以上５０キロメートル未満である教職員 

 ２１，８００円 

ル 使用距離が片道５０キロメートル以上５５キロメートル未満である教職員 

 ２２，７００円 

ヲ 使用距離が片道５５キロメートル以上６０キロメートル未満である教職員 

 ２３，６００円 

ワ 使用距離が片道６０キロメートル以上である教職員 ２４，５００円 

(3) 前項第３号に掲げる教職員 交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで 

徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自動車等の使

用距離等の事情を考慮して別に定める区分に応じ、前２号に定める額(１箇月当たりの運

賃等相当額及び前号に定める額の合計額が５５，０００円を超えるときは、その者の通

勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、５５，０００円に当該

支給単位期間の月数を乗じて得た額)、第１号に定める額又は前号に定める額 

３ 勤務場所を異にする異動に伴い、所在する地域を異にする勤務場所に在勤することにな

ったことにより、通勤の実情に変更を生ずることとなった教職員で別に定めるもののうち

第１項第１号又は第３号に掲げる教職員で、当該異動の直前の住居(当該住居に相当する住

居を含む。)から通勤のため、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国道その他の交通

機関等(以下「新幹線鉄道等」という。)でその利用が別に定める基準に照らして通勤事情

の改善に相当程度資するものであると認められるものを利用し、その利用に係る特別料金

等(その利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出の基礎となる運賃等に相当する額

を減じた額をいう。以下同じ。)を負担することを常例とするものの通勤手当の額は、前項



  

の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に定める額とす

る。 

(1) 新幹線鉄道等に係る通勤手当 支給単位期間につき、別に定めるところにより算出し

たその者の支給単位期間の通勤に要する特別料金等の額の２分の１に相当する額。ただ

し、当該額を支給単位期間の月数で除して得た額(以下「１箇月当たりの特別料金等２分

の１相当額」という。)が２０，０００円を超えるときは、支給単位期間につき、 

２０，０００円に支給単位期間の月数を乗じて得た額(その者が２以上の新幹線鉄道等を

利用するものとして当該特別料金等の額を算出する場合において、１箇月当たりの特別

料金等２分の１相当額の合計額が２０，０００円を超えるときは、その者の新幹線鉄道

等に係る通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、 

２０，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額) 

(2) 前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 前項の規定による額 

４ 前項の規定は、給与法適用者等であった者から引き続き教職員となった者のうち、第１

項第１号又は第３号に掲げる教職員で、当該適用の直前の住居(当該住居に相当する住居を

含む。)からの通勤のため、新幹線鉄道等でその利用が別に定める基準に照らして通勤事情

の改善に相当程度資するものであると認められるものを利用し、その利用に係る特別料金

等を負担することを常例とするもの(採用の事情等を考慮して別に定める教職員に限る。)

その他前項の規定による通勤手当を支給される教職員との権衡上必要があると認められる

ものとして別に定める教職員の通勤手当の額の算出について準用する。 

５ 第１項第１号又は第３号に掲げる教職員のうち、住居を得ることが著しく困難である島

その他これに準ずる区域(以下「島等」という。)に所在する施設で別に定めるものへの通

勤のため、当該島等への交通に橋、トンネルその他の施設(以下「橋等」という。)を利用

し、当該橋等の利用に係る通常の運賃に加算される運賃又は料金(以下「特別運賃等」とい

う。)を負担することを常例とする教職員(別に定める教職員を除く。)の通勤手当の額は、

前３項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に定める

額とする。 

(1) 橋等に係る通勤手当 支給単位期間につき、別に定めるところにより算出したその者

の支給単位期間の通勤に要する特別運賃等の額に相当する額 

(2) 前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 同号に定める額を負担しないものとした場合

における前３項の規定による額 

６ 通勤手当を支給される教職員につき、離職その他の別に定める理由が生じた場合には、

当該教職員に、支給単位期間のうちこれらの事由が生じた後の期間を考慮して別に定める

額を返納させるものとする。通勤手当は、前４項により定めた額をもとに支給単位期間の

月数で除して得た額を支給する。 

７ この条において「支給単位期間」とは、通勤手当の支給の単位となる期間として６箇月

を超えない範囲内で１箇月を単位として別に定める期間(自動車等に係る通勤手当にあっ

ては、１箇月)をいう。 

８ 前各項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他通勤手当の

支給に関し必要な事項は、別に定める。 

 （中略） 

 

附 則 

１ この基準は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 当分の間、本規程の別表第１から第６までに定める俸給表の月額及び手当の額は国家公 



  

務員の例に準拠するものとし、改訂があった場合は、それらの改訂についても同様とする。 

３ 成立日の前日に国立大学の職員であった者が異動のため、平成１６年４月１日に辞職し、 

同日、国立大学法人職員等になった場合における離職の取扱いは、その者が平成１６年３

月３１日に離職したものとみなし本規程にて取り扱うこととする。 

４ 国立大学法人法(平成１５年法律第１１２号)附則第４条に規定する教職員のうち、大学 

の成立する日(以下「成立日」という。)において引き続き大学の教職員となった者(以下「承

継職員」という。)であって、成立日の前日において京都大学総長から一般職の職員の給与

に関する法律(昭和２５年法律第９５号。以下「給与法」という。)第１１条(扶養手当)、

第１１条の９(住居手当)、第１２条(通勤手当)又は第１２条の２(単身赴任手当)に規定す

る手当の認定を受けている者が、成立日においても成立日の前日と同様の当該認定を受け

るに足りる各々の支給要件に該当しているときは、その者に対する当該手当の支給に関し

ては、成立日において第１４条(扶養手当)、第１７条(住居手当)、第１８条(通勤手当)又

は第１９条(単身赴任手当)の規定による認定があったものとみなす。 

また、当分の間、第１８条(通勤手当)の規定にかかわらず、教職員の通勤手当について

は、成立日の前日における給与法(以下「旧給与法」という。)第１２条(通勤手当)に準じ

て運用することとし、その際、旧給与法第１２条中「(その額が４５，０００円を超えると

きは、その額と４５，０００円との差額の２分の１(その差額の２分の１が５，０００円を

超えるときは、５，０００円)を４５，０００円に加算した額)」を「その額が 

５５，０００円を超えるときは、５５，０００円)」に、旧給与法第１２条第５項中 

「４５，０００円」を「５５，０００円」に読み替え、旧給与法第１２条第２項第２号中

の「イ」～「リ」の区分を第１８条第２項第２号中の「イ」～「ワ」の区分に読み替える

ものとする。 

   附 則 

１ この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 
２ 国立大学法人京都大学教職員の再雇用に関する規程（平成１６年達示第７８号）に定め

る再雇用職員について改正後の第１８条の規定を適用する場合においては、当分の間、同

条第７項の規定中「６箇月を超えない範囲内で１箇月を単位として別に定める期間（自動

車等に係る通勤手当にあっては、１箇月）」とあるのは、「１箇月」とする。 
３ 国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就業規則（平成１８年達示第２１号）に定め

る特定医療技術職員、国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就業規則の一部を改正す

る規則（平成２０年達示第８号）附則第２項により雇用される特定教員、国立大学法人京

都大学外国人教師就業規則（平成１６年達示第７４号）に定める外国人教師及び国立大学

法人京都大学外国人研究員就業規則（平成１６年達示第７５号）に定める外国人研究員に

ついて改正後の第１８条の規定を準用する場合並びに国立大学法人京都大学有期雇用教職

員就業規則（平成１７年達示第３７号）に定める有期雇用教職員及び国立大学法人京都大

学時間雇用教職員就業規則（平成１７年達示第３８号）に定める時間雇用教職員について

改正後の第１８条に定める教職員の例に準じて通勤手当を支給する場合においては、当分

の間、同条第７項の規定中「６箇月を超えない範囲内で１箇月を単位として別に定める期

間（自動車等に係る通勤手当にあっては、１箇月）」とあるのは、「１箇月」と読み替える

ものとする。 
（後略） 


